
政治の
転換を

コロナ
対策政治を変える

「共通政策」「共通政策」「共通政策」
４野党 与党の対応
●平和条項（憲法９条）堅持
●外交努力で平和を実現
●「安保法制」「特定秘密保護法」「共謀罪」の
　違憲部分の廃止

市民連合と４野党 (立憲、共産、社民、
れいわ )が合意した共通政策

●消費税減税否定
●大企業への優遇税制見直し言及なし

●75歳以上で年収200万円以上を対象に医療費
　負担２倍化
●生活保護基準引き下げ

●消費税減税
●所得税、法人税は富裕層の負担強化

●日本学術会議が推薦した委員の任命
●内閣人事局の見直し

●原発のない脱炭素社会を追求 ●再稼働容認

●再調査は行わない

●任命拒否
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●真相究明する

●医療費削減政策の転換
●医療従事者の待遇改善、早急な医療体制整備
●コロナ倒産、失業者救済のための財政支援

●自衛隊を憲法に位置付ける
●政府判断で「緊急事態宣言」を発動し、自治体
　や国民を強制的に従わせることを可能に
●強行採決した「安保法制」を根拠に、米国が攻
　撃を受けたら日本も参戦（集団的自衛権）

●「病床削減推進法」強行採決
●「持続化給付金」「家賃支援金」再支給せず
●Go To、オリパラ強行で感染爆発を招く
●重症者以外、「原則自宅療養」方針を撤回せず

●「選択的夫婦別姓制度」国会審議先送り
●「LGBT理解促進法案」の国会提出中止

●最低賃金引上げ
●非正規雇用、フリーランスの処遇改善
●住宅、教育、医療、保育、介護など公的支援拡充
●子育て世代、若者世代への投資増額

●選択的夫婦別姓制度成立推進
●LGBT平等法成立推進
●性暴力根絶のための法整備
●議員間男女同数化（パリテ）推進

●石炭火力から脱却
●再生可能エネルギーの拡充
●自然災害から命を守る政治
●一次産業への支援強化、食料安全保障の確保

●2030 年度までの温室効果ガス削減目標 42％
　（他の先進国 50％～ 60％）
●大型石炭火力発電所新増設計画、輸出促進

●核兵器禁止条約の批准めざす ●核兵器禁止条約調印拒否

●日本が費用負担し、辺野古新基地建設推進●沖縄辺野古新基地建設中止
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